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はじめに

日本は少子化が進行しており、少子化対策は重要な課題の１つとなって
いるが、他の先進諸国においても重要な問題であり、各国が行っている政
策は日本の今後の政策においても参考になると考えられる。とりわけ、
「福祉国家」として有名な北欧諸国は手厚い福祉政策がなされている「高
福祉・高負担」の国々であり、全世代型の社会保障制度になっているため、
子育て世代向けの家族政策も充実している。その中でも、スウェーデンは
合計特殊出生率が高い国として知られており、日本が学ぶべき政策は多い
であろう。
そこで、本稿では、北欧諸国のうち、デンマーク、フィンランド、ノル

ウェー、スウェーデンの４か国に着目し、少子化の現状や子育て支援策、
仕事と育児の両立の実態などをサーベイし、日本との比較を行う。そして、
日本が今後の少子化対策において北欧諸国に学ぶべき点を明らかにしたい。
なお、本稿は平成３０年度駿河台大学特別研究助成費を受けた共同研究

「日本と北欧諸国における社会経済文化的側面の総合的比較研究」（研究
代表者：大森一宏）の成果の一部である。

１．少子化の現状と要因

１．１ 少子化の現状
日本の出生数は、第１次ベビーブーム期には約２７０万人、第２次ベビー

ブーム期の１９７３年には約２１０万人であったが、それ以降、減少が続いてい
る。１９８４年には１５０万人を下回り、１９９１年以降は増加と減少を繰り返しな
がら緩やかに減少を続け、２０１９年の出生数は８６万５，２３４人となり１、最小の
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出生数をさらに更新している状況である。
図１は、北欧の４か国と日本の合計特殊出生率の推移を示したものであ

る。人口を維持するために必要な合計特殊出生率である「人口置換水準」
は２．０７とされているが、日本は１９７３年以降、その水準を下回る状態が続い
ており、１９８９年にはそれまで最低であった１９６６年（丙午：ひのえうま）の
１．５８を下回る１．５７を記録した。さらに、２００５年には過去最低である１．２６ま
で落ち込んだ後、２０１５年には１．４５まで上昇したものの、２０１８年には１．４２と
再び低下している。厚生労働省（２０２０）によれば、２０１９年は１．３６となって
おり、さらに前年より０．０６ポイントも落ち込んでいる。２０１９年５月１日に
新元号に変わったことから、「令和」になるのを待って結婚や出産をしよ
うと考えたカップルがいたことによる影響が出た可能性も考えられるが、
それ以前も緩やかな低下傾向を示しており、注視していく必要があるだ
ろう。
一方、北欧諸国の合計特殊出生率の推移をみると、１９６８年までは４か国

とも２．０以上の水準にあったが、１９７０年から１９８０年代前半にかけては低下
した。とりわけ、フィンランドは他の３か国に比べて急速に低下しており、
１９７３年には１．５まで下がっている。その後は他の北欧諸国と同水準にまで
回復しているが、近年は他国に比べて低下傾向が著しく、２０１７年には１．４１
となっており、日本とさほど変わらない水準まで低下している。
デンマークは１９８３年には１．３８まで低下したが、その後は多少の波はある

ものの、１．７～１．８ぐらいの水準を維持し続けており、合計特殊出生率が安
定している国であることがわかる。
ノルウェーは１９６４年には２．９８となるなど、１９６０年代は３．０に近い高水準

であったが、その後は低下し、１９７０年代後半には他の北欧諸国と同水準に
まで低下した。しかし、その後は回復し、北欧諸国の中では高い水準を維
持していたが、近年は低下傾向にあり、２０１８年には１．５６まで低下している。
少子化を克服した国として知られるスウェーデンは、１９８０年代初めまで

の合計特殊出生率は低下傾向にあったが、その後は回復して１９９０年には

１ 内閣府（２０２０）
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２．１４まで上昇した。その後は再び急激に低下して１９９９年には１．５まで落ち
込み、他の北欧諸国よりも低水準になったが、再び回復して２０００年代後半
には２．０前後まで上昇している。２０１０年頃からは再び緩やかな低下傾向に
なり、２０１８年には１．７６となったが、他の国に比べれば高い水準であること
がわかる。

１．２ 少子化の要因
合計特殊出生率の低下によって少子化は進行するが、その要因としては、

未婚化や晩婚化、夫婦の出生力の低下などが挙げられる。日本は婚外子の
割合が非常に少ないため、未婚化や晩婚化の進行は出生率に大きな影響を
与えることになる。北欧諸国においても１９６０年代半ば～１９８０年代前半は、
日本と同じように未婚化や晩婚化の影響が大きかった。しかしながら、
１９８０年代に入ってからは結婚と出産の乖離が進み、婚外出生率が増加して
家族形成が結婚のタイミングと有配偶割合に規定されなくなっている２。
つまり、法律婚によらない婚外子の割合が増加しており、ノルウェーやス

出所：World Bank（２０２０）より作成
図１ 北欧諸国と日本の合計特殊出生率の推移
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ウェーデンの２０～４０歳代の年齢層の大人では正式な結婚をしている人々よ
りも同居をしている人々のほうが多くみられる３。よって、北欧諸国の出
生率は未婚化や晩婚化と直接は関係がないとも言えよう。
日本の未婚化や晩婚化の背景としては、女性の高学歴化や社会進出、就

業形態の変化による低所得者層の増加などの原因が挙げられる。２０１５（平
成２７）年に国立社会保障・人口問題研究所が実施した「第１５回出生動向基
本調査（結婚と出産に関する全国調査）」の結果によれば、いずれは結婚
しようと考える未婚者の割合は男性が８５．７％、女性は８９．３％と高い水準に
なっており、結婚願望がある未婚者は非常に多い。しかしながら、１年以
内に結婚する意思のある未婚者の割合を就業状況別にみると、女性では学
生を除くと大差はないが、男性では自営・家族従業等、正規の職員で結婚
の意思のある者が多いものの、パート・アルバイト、無職・家事などでは
少ない傾向にある４。つまり、就業形態が変化し、男性の非正規雇用者が
増加したことによる低所得者層の増加が未婚化・晩婚化に大きく影響して
いると考えられる。女性は就業形態に関わらず、理想的な相手が見つかれ
ば結婚する意思がある者が多いが、経済的に自立できる女性にとっては結
婚を決して急ぐ必要はないため、人生のパートナーをしっかりと見極め、自
分のライフスタイルにあった相手を望むように変化したとも考えられよう。
また、出生力の低下は、夫婦の理想的な子どもの数（平均理想子ども数）

と夫婦が実際に持つつもりの子どもの数（平均予定子ども数）に開きがあ
ることによって生じている。平均理想子ども数は減少傾向にあり、２０１５年
調査では平均理想子ども数は２．３２人であるが、平均予定子ども数になると
２．０１人、完結出生児数５は１．９４人と、さらに少なくなっている６。晩婚化の
影響の他、教育費などの子育て費用の負担の重さ、仕事と家庭（家事・育

２ 津谷（２００３）p.５６．
３ OECD（２００９）p.２８．
４ 国立社会保障・人口問題研究所（２０１７）
５ 夫婦の最終的な出生子ども数のことであり、結婚持続期間が１５～１９年の初
婚どうしの夫婦の平均出生子ども数を指している。
６ 内閣府（２０２０）
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児）との両立の難しさなどによって、理想とする子ども数を持てない夫婦
が多いと考えられる。子育て費用など経済的な問題に関しては、夫婦共働
きであれば解決できることも少なくないことから、仕事と家庭との両立が
しやすい環境へ早急に整備することが重要であろう。
北欧諸国では１９８０年代半ば以降、人口置換水準に近い水準へと合計特殊

出生率が回復し、国際的にも大きな注目を集めているが、北欧諸国の家族
政策は出生力を上げようとする意図をもち、「少子化対策」として国が政
策を積極的に推進したわけではなく、子を持って働く男女の仕事と家庭の
両立を支援するために行われた包括的政策努力の「副産物」であったと指
摘されている７。日本では、働く女性が仕事と家庭を両立させるための政
策を中心になされてきたが、今後は男女（夫婦）が仕事と家庭の両立が容
易になるような政策を行っていくべきである。

２．女性の労働参加と男性の家事・育児参加

２．１ 女性の労働力率
女性の高学歴化や社会進出によって、初婚年齢は高くなり、ある程度の

晩婚化は致し方ないことであると考えられる。しかしながら、女性の社会
進出が必ずしも少子化の要因であるとは限らない。例えば、スウェーデン
では「専業主婦」というカテゴリー自体がほとんど認識されておらず８、
北欧諸国では女性の社会進出が進んでいる。
図２は、北欧の４か国と日本の女性の年齢階級別労働力率を示したもの

である。日本の女性の労働力率はＭ字型カーブになっているが、北欧諸国
の女性の労働力率は逆Ｕ字型になっており、とりわけ、スウェーデンの労
働力率は非常に高いことがわかる。フィンランドは２０代～３０代前半までは
７０％台にとどまっており、他の北欧３か国に比べると低い水準になってい
るが、３０代後半から上昇し、４０代になるとスウェーデン並みの水準にまで
上昇するという点で、やや異なるカーブになっているものの、北欧には日

７ 津谷（２００３）pp.５１―５２、大城（２０１６）p.２４．
８ 小田巻（２０２０）p.１８．
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本のようなＭ字型カーブを描いている国はない。
日本の女性の労働力率は学校卒業後に上昇するが、結婚や出産・育児に

よって一度低下し、子育てが落ち着いてくると再び上昇するというＭ字型
になっている。しかし、ピークとボトムの差は１９７５年では２３．６ポイントも
あったものが９、２０１９年では９．１ポイントにまで縮小しており、曲線はより
なだらかなものへと変化している。このような変化は、結婚後も就業を継
続する女性が増加したことを示している。総務省（２０１９）によれば、２０１９
年の女性の非労働力人口２６５７万人のうち、２３１万人が就業を希望している
が、就業を希望しているにも関わらず、現在求職していない理由としては
「出産・育児のため」が最も多く、３０．３％であった。北欧諸国のように仕
事と家庭の両立がしやすい環境が整えば、さらにＭ字型は解消され、逆Ｕ
字型に近づく可能性は高いと期待できる。日本で北欧諸国と同じ政策を

９ 前田（２００６）pp.１８９―１９０．

注：デンマークは２０１８年、フィンランド、ノルウェー、スウェーデン、日本は
２０１９年のデータである。

出所：ILO（２０２０）より作成
図２ 北欧諸国と日本の女性の年齢階級別労働力率
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行ったからと言って、必ずしも同じように成功するとは限らないが、北欧
の子育て支援策から学べる点は学び、活かしていくことが重要であろう。

２．２ 男性の家事や育児への参加
女性が結婚や出産をした後も就業を継続させるためには、夫の協力も必

要になる。表１は、６歳未満の子どもを持つ夫婦の１日当たりの家事・育
児関連時間を示したものであるが、３か国とも、夫よりも妻のほうが「家
事・育児関連時間」が多く、「育児時間」についても同様の結果になって
いる。しかしながら、日本の妻の「家事・育児関連時間」はスウェーデン
やノルウェーの妻に比べて２時間程度も多いのに対し、日本の夫はス
ウェーデンやノルウェーの夫に比べて２時間程度少ない。３か国における
夫と妻の「家事・育児関連時間」の合計時間はほとんど差がないことから、
日本では家庭内での家事・育児の分担がなされておらず、妻の負担が重く

表１ ６歳未満の子どもを持つ夫婦の家事・育児関連時間
（１日当たり、国際比較）

（時間）

日 本

妻
家事・育児関連時間 ７：３４

うち育児時間 ３：５４

夫
家事・育児関連時間 １：２３

うち育児時間 ０：４９

ウェーデン

妻
家事・育児関連時間 ５：２９

うち育児時間 ２：１０

夫
家事・育児関連時間 ３：２１

うち育児時間 １：０７

ノルウェー

妻
家事・育児関連時間 ５：２６

うち育児時間 ２：１７

夫
家事・育児関連時間 ３：１２

うち育児時間 １：１３
出所：内閣府男女共同参画局（２０１９）より作成
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なっていることがわかる。
日本における役割分業意識は、とりわけ若い世代では薄らいできている

が、共働き世帯が増えても、家事や育児の多くは妻が担っているのはなぜ
だろうか。この理由としては、男性の長時間労働が考えられるであろう。
図３は、２０１８年における北欧４か国と日本の男性就業者の長時間労働の

割合を示したものである。北欧では一番多いフィンランドでも１１．５％であ
るのに対し、日本は２７．３％と非常に高い割合になっている。労働時間が長
く、家庭で過ごす時間が短ければ、当然のことながら、家事や育児をする
時間は取れなくなる。家事や育児を手伝いたいと夫が思っていたとしても、
仕事に追われ、手伝う時間をつくることが難しい現状であることがわかる。

３．北欧諸国の子育て支援策

３．１ 児童手当
北欧の４か国の児童手当は、日本のように所得制限を設けておらず、い

ずれの国でも所得制限のない普遍的な制度になっている。デンマークでは、
１８歳未満のすべての子どもに四半期ごとに支給されるが、支給額は子ども

出所：労働政策研究・研修機構（２０１９）より作成
図３ 男性就業者の長時間労働の割合（２０１８年）
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の年齢によって異なっている。デンマークの１か月あたりの支給額は、０
歳～２歳は１，５３２デンマーク・クローネ（以下、クローネという）、３歳～
６歳は１，２１３クローネ、７歳～１７歳は９５４クローネである１０。日本円に換算
すると、０歳～２歳は約２５，３００円、３歳～６歳は約２０，０００円、７歳～１７歳
は約１５，８００円であり１１、子どもの年齢が低いほど手厚い支給が行われてい
ることがわかる。
フィンランドでは、すべての子どもに対して１７歳に達するまで毎月支給

されるものであり、課税されることはない。１か月あたりの支給額は、第
１子が９５．７５ユーロ、第２子は１０５．８０ユーロ、第３子は１３５．０１ユーロ、第
４子は１５４．６４ユーロ、第５子以降は１７４．２７ユーロであり、片親の場合には
子ども１人につき４８．５５ユーロ追加される１２。日本円に換算すると、第１子
は約１１，８００円、第２子は約１３，０００円、第３子は約１６，６００円、第４子は約
１９，０００円、第５子以降は約２１，５００円である１３。フィンランドでは子どもの
年齢は関係なく、何番目の子どもであるかによって支給額が異なり、子ど
もの数が多ければ多く支給される仕組みである。なお、双子や三つ子の育
児は通常の１人の育児に比べて大変であることから、双子の場合は支給額
が３倍、三つ子の場合は６倍となっており、子育ての負担やストレスを勘
案した支給になっている１４。
ノルウェーでは、すべての１８歳未満の子どもに対し、１，０５４ノル

ウェー・クローネ（以下、クローネという）を支給している。これまでは
年齢による支給額の差はなかったが、２０２０年９月１日からは０歳～５歳は
１，３５４クローネ、６歳～１７歳は１，０５４クローネとなり、６歳未満に加算され
る制度に変更されることになっている１５。日本円に換算すると、０歳～５
歳は約１５，８００円、６歳～１７歳は約１２，３００円である１６。また、シングルマ

１０ デンマークの公共ウェブポータルサービスBorger. dk（２０２０）の資料をもと
に、１か月あたりの支給額を計算したものである。

１１ １デンマーク・クローネ＝１６．５４円（２０２０．７．２１時点）で計算したものである。
１２ 山田（２０１６）p.４５．
１３ １ユーロ＝１２３．１円（２０２０．７．２１時点）で計算したものである。
１４ 渡部（２０１１）p.８８．
１５ ノルウェー労働福祉局Nav（２０２０）による。
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ザーは１人分加算された児童手当を受給できるようになっている１７。
スウェーデンの児童手当はすべての１６歳未満の子どもに対し、１，２５０ス

ウェーデン・クローナ（以下、クローナという）を支給するものであるが、
就学していれば２０歳まで支給される制度になっている。また、複数の子ど
もを持つ親に対しては、子どもの人数分の基礎手当に加えて、子どもの数
が増えるごとに多子加算がされる仕組みになっている。したがって、子ど
も１人では１，２５０クローナであるが、子ども２人は２，６５０クローナ、子ども
３人は４，４８０クローナ、子ども４人は６，７４０クローナ、子ども５人は９，２４０
クローナ、子ども６人は１１，７４０クローナとなる１８。日本円に換算すると、
子ども１人では約１５，０００円、子ども２人は約３１，８００円、子ども３人は約
５３，８００円、子ども４人は約８０，９００円、子ども５人は約１１０，９００円、子６人
は約１４０，９００円であり１９、子どもの数が多いほど加算される額も多くなって
いる。スウェーデンの合計特殊出生率の現状を考えれば、子どもは２人程
度が多いと思われるが、子どもが６人いるケースまで設定し、子どもが多
ければ多いほど支給額が増額される制度が用意されている。

３．２ 産前産後休業制度と育児休業制度
北欧諸国の女性の労働力率は逆Ｕ字型であり、日本のように出産や育児

を理由に仕事を辞める傾向はなく、就業を継続させていることから、充実
した制度が整っていると考えられる。日本にも産前産後休業制度や育児休
業制度があるが、北欧諸国の制度とはどのような違いがあるのだろうか。
北欧の４か国の制度をまとめてみると次のようになる。
デンマークでは、母親の出産時の休暇は産前４週と産後１４週の合計１８週

であり、給与補償率は失業手当の１００％、または賃金の最大９０％までと
なっている。さらに、母親の産後１４週の期間内で父親が２週間休暇を取得
することが可能な制度もあり、こちらも給与補償率は失業手当の１００％、

１６ １ノルウェー・クローネ＝１１．７円（２０２０．７．２１時点）で計算したものである。
１７ 渡辺（２００６）p.１１４．
１８ スウェーデン社会保険庁Försäkringskassan（２０２０）による。
１９ １スウェーデン・クローナ＝１２．０円（２０２０．７．２１時点）で計算したものである。
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または賃金の最大９０％までとなっている。また、その後の育児休暇は両親
合わせて３２週間取得することが可能であり、同時取得する場合には分割し
て３２週間を４０週間に延長できる。給与補償は失業手当の１００％、または賃
金の最大９０％であるが、１人分となる。その後、給与補償なしの育児休暇
（両親休暇）が３２週間続くが、かつて実施されていた父親のみが取得する
「パパ・クオータ」の制度は廃止されている２０。
フィンランドでは、母親は出産予定日の遅くとも３０日前に出産休暇に入

ることができ、１０５日（約４か月）の出産休暇給付を受けることができる。
父親は最高で５４日（約９週間）の父親休暇を取ることができ、この期間に
給付を受けられるが、母親と一緒に暮らしていることが受給条件になって
いる。なお、父親給付のうち、３週間ぶんは自宅で母親と同時に休暇を取
れるが、母親と同時でなくても休暇をとることは可能である（ただし、子
どもが２歳になるまでに取らなければならない）。その後の育児休暇（親
休暇）は１５８日であるが、母親または父親のどちらでも取ることができ、
交代で取っても良いようになっている。この期間は国から賃金の約７０％に
あたる給付を受けられるようになっており、この休暇後、親は勤務先から
職を失うことなく無給の育児休暇を取り、子どもが３歳になるまで自宅で
保育し、国から課税対象の家庭保育給付を受けることが可能である２１。
ノルウェーでは、出産時に産前３週と産後１４週（６週は義務）の休暇を

取ることができ、休業前賃金の１００％が給付される２２。出生後は、家族に対
して割り当てられる４６週（休業前賃金の１００％給付）または５６週（休業前
賃金の８０％給付）のうち、１５週ずつが父母それぞれの割り当てとなってお
り、この期間は１００％の給付である。また、育児休業の取得は子どもが３
歳になるまで延期できる。父親には出産後から２週間取得できる父親休業
が加わる２３。ノルウェーは１９９３年に育児休業を父親にも割り当てる「パパ・
クオータ制度」を導入した最初の国であり、この制度によって、父親の育

２０ 大塚（２００９）pp.２１―２２．
２１ 山田（２０１６a）p.４５、山田（２０１６b）p.３１．
２２ 労働政策研究・研修機構（２０１７）p.４．
２３ 中里（２０１９）p.１５．
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児休業取得率が急増し、導入前は４％であったが、２００３年には資格のある
父親の９割が利用するようなった２４。「パパ・クオータ制度」の効果は大き
く、父親の育児参加の促進にも繋がると言えよう。
スウェーデンでは、母親は出産時に産前７週産後７週の妊娠休暇を取得

できる。このうち、出産前後の２週間ずつは休暇が義務付けられており、
母親は出産１０日前、父親は出産後から合計で４８０日間、両親給付を受けな
がら育児休業を取得できる。この期間は両親給付が国から給付され、３９０
日間が休業前賃金の約８０％、残りの９０日間は日額１８０クローナが支給され
る２５。育児休業は原則的には４８０日を二分割し、両親に２４０日ずつ付与され
るが、子どもの出生時期によって割り当てに関する条件は異なっている。
スウェーデンでも、１９９５年より「パパ・ママ・クオータ制度」が導入され
ており、パパの月やママの月として割り当てられたクオータ部分は譲渡す
ることができない。取得しなければ、権利は消滅する仕組みが男性の育児
休業取得率を上昇させていると言えよう２６。また、スウェーデンでは、全
日で取る必要がなく、８分の１から４分の３までの部分休暇を取得するこ
とも可能であり、柔軟な対応になっている。

４．パパ・クオータ制度の導入の必要性

日本の児童手当は、０歳～３歳未満は１５，０００円、３歳～小学校修了まで
は第１子・第２子が１０，０００円、第３子以降は１５，０００円、中学生は１０，０００円
となっており、所得制限もある。北欧諸国に比べると、対象となるのが中
学生までと対象となる年齢が低く、支給額も十分であるとは言えない制度
になっている。
例えば、フィンランドは年齢による支給額の変化はなく、何番目の子ど

もかによって支給額が異なる仕組みになっており、第１子の支給額は日本

２４ 厚生労働省（２００８）
２５ 高橋（２０１８）pp.２８―２９．
２６ 高橋（２０１８）によれば、ホワイトカラーの男性社員では、育児休暇と有給
休暇を合わせて取得し、６か月休むのが一般的になってきているという。
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とさほど変わらないが、第２子・第３子と子どもの人数が増えれば支給額
は増額される。日本の場合は３歳未満の額は多くなっているが、デンマー
クやノルウェーに比べれば、金額が少なく、期間も短い。また、第３子は
３歳～小学校修了までの期間に５，０００円増加されるものの、中学生になれ
ば第１子・第２子と同額になるなど、子どもの数が多ければ経済的な支援
が増え、安心して子育てができるようなシステムになっているわけでもな
い。民主党政権時代に「子ども手当」として、１人あたり２６，０００円の支給
を目指しながら、実現にはいたらなかったように、支給額を増やすことは
容易なことではないであろうが、子どもの数が多い家庭には支給額が増額
されるなどの経済的支援が必要であろう。
また、日本の産前産後休業の期間は産前６週産後８週となっている。育

児休業の期間は子どもが１歳に達するまでの間であるが、保育所等に入れ
ないなどの場合は、会社に申し出ることにより、最長２歳まで延長するこ
とができる。育児休業給付金は１８０日までが休業前賃金の６７％、それ以降
は５０％となっており、北欧諸国に比べると支給額が少なくなっている。
日本にはクオータ制度はないが、「パパ休暇」や「パパ・ママ育休プラ

ス」という制度が設けられている。育児休業は原則、１人の子どもについ
て１回限りとされているが、父親は母親の産後８週間以内に育児休業を取
得すると、再度、期間内に育児休業を取得することができるという制度が
「パパ休暇」である。また、父親と母親がともに育児休業を取得する場合、
原則子どもが１歳まで休業が可能とされている期間が１歳２か月まで取得
することができるという制度が「パパ・ママ育休プラス」である。
これらの制度は、あまりよく知られていないように思われるが、「パ

パ・ママ育休プラス」は育児休業が２か月間延長されるとはいえ、大きな
メリットがないということも一因であろう。なぜなら、母親のみが育児休
業を取得しても、保育所に入れない場合には最長で２歳まで延長できると
いう制度改正も行っているためである。また、「パパ・ママ育休プラス」
では、母親と父親が６か月ずつ育児休業を取得すれば、２人合わせて１歳
２か月まで６７％給付を受けることが可能になるが、日本の場合は男女間の
賃金格差があり、通常は男性のほうが賃金が高いため、男性が育児休業を
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取得しないほうが経済的には安定する。よって、積極的に男性が育児休業
を取得する動機付けにはならないであろう。
日本の男性の育児参加を推進させ、育児休業取得率を引き上げるために

は、ノルウェーやスウェーデンが導入しているクオータ制度を導入すべき
である。「パパ・クオータ制度」によって男性が育児休業を取得するよう
になれば、その時の経験を活かし、その後も自然と家事や育児に参加する
ようになるのではないだろうか。「高福祉・高負担」の北欧諸国のような
手厚い子育て支援を行うことは容易なことではなく、さまざまな政策を真
似することはできないが、少子化を食い止めるためにも、まずは、男女
（夫婦）ともに仕事と家庭の両立が容易になるようなシステムになるよう、
整えることが必要である。そして、「ワーク・ライフ・バランス」を実現
させるための「働き方改革」も同時に推進させていくべきであろう。

おわりに

日本は急速な少子高齢化の進展によって生産年齢人口が減少しており、
女性の労働参加を高めていく必要がある。本稿では、子育て支援策の一部
しか取り上げられなかったが、女性の社会進出が進んでいる北欧諸国は、
さまざまな子育て支援策を行うことで出生率を上昇させている。日本では
社会保障支出のほとんどが高齢者向けのものであるが、少子化対策のため
には子育て世代向けの家族政策も充実させ、北欧諸国のような全世代型の
社会保障制度へと転換していかなければならない。
「高福祉・高負担」の北欧諸国と同様の政策を日本で行うことは難しい
であろうが、今後はさらに待機児童の解消に力を入れつつ、働く女性が結
婚後も仕事と家庭の両立が容易になるような社会へと変えていかなければ
ならない。そのためにも、育児休業制度に「パパ・クオータ制度」を導入
すべきである。男性の育児休業の取得を推進させ、その後の家事・育児参
加を促す環境を整えることができると考えられる。
しかしながら、子育て支援を充実させるだけでは、人口置換水準を維持

することは難しい。北欧の４か国の中でも、フィンランドは「ネウボラ」
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と呼ばれる出産・子育て家族サポートセンターがあり２７、ワンストップ型
の子育て支援を行っているなど、日本でも注目されているが、近年の合計
特殊出生率は低下傾向にある。２０１８年には日本と０．０１ポイントしか変わら
ない水準まで落ち込んでいるが、その原因の１つには、失業率が高いこと
が挙げられるだろう。経済状況の悪化は少子化を進行させることにもなる
ことから、子育て支援を充実させつつも、経済対策を同時に行っていくこ
とが重要である。
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